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第 11回サービス統計・企業統計部会結果概要 

 

１ 日 時  平成 21年 11月 27日（金）10：00～12：05 

 

２ 場 所  総務省第２庁舎６階特別会議室 

 

３ 出席者 ・首藤部会長、廣松委員、佐々木委員、伊藤専門委員、引頭専門委員、岡

室専門委員、清田専門委員、野辺地専門委員 

      ・審議協力者（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省、東京都、大阪府、日本銀行） 

      ・調査実施者（中村経済産業省企業統計室長、木下参事官補佐、須田参事

官補佐） 

      ・事務局(乾内閣府統計委員会担当室長、犬伏総務省統計審査官ほか２名)  

 

４ 議 題  経済産業省企業活動基本調査の変更について 

 

５ 審議の概要 

（１）委員、専門委員等のメンバー紹介の後、部会長から部会長代理として廣松委員を

指名する（統計委員会令第１条第５項）旨の発言があった。 

（２）事務局から「経済産業省企業活動基本調査」（以下「本調査」という。）の概要、

基本計画及び統計審議会の前回答申での指摘事項並びに諮問時（11月20日）におけ

る第28回統計委員会での議論の概要について説明があった後、調査実施者から同調

査の改正計画及び前記各指摘事項に対する対応状況について説明があった。その後、

委員・専門委員から本調査の改正計画等について意見等が出された。 

   最後に、事務局から事前に委員等から出された論点等について説明があった。 

（３）委員・専門委員からの主な意見は、以下のとおり。 

≪改正計画に対する意見等≫ 

① 現在は、本調査の創設時とは経営環境がかなり変わってきており、その時々の状

況に合わせて調査項目の見直しをするのは当然であるが、あまり調査項目を増やす

と、報告者負担の問題もあり、そのバランスをどうとるのかが大きな問題。そうい

う意味で、今回の改正案では、新規に加えるものと削除するものがあり、これらと

報告者負担との関係をどう考えるかを議論することが必要。 

② 前回答申での指摘事項について、19 年から今までの間にすべてを解決し、実現

するのは難しいと思うが、まず第１歩として情報通信業基本調査（仮称）の具体的

な計画が出されたことは、大いに評価をしたい。今後、基本計画でも指摘されてい

るこれ以外の企業を単位とした調査と本調査との体系的な整備をどうしていくか

について、今回、個別の調査項目の審議と同時に、中長期的な観点からの議論も行

う必要があるのではないか。 
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③ 前回答申で指摘されている中小企業実態基本調査と本調査との関係については、

は少し詰めて考え、何らかの調整を図ることが必要。 

④ 今回新設する関係会社の子会社の減少数や関係会社の取引の実態についての項

目は、企業としては何年も前からやっていることであり、これらが今頃になって統

計調査の項目として出て来るのは、極めて違和感を覚える。今回の案がどのような

検討を経て作成されたのか不明だが、事前に十分、企業側の話を聞くような対応を

した方が良かったのではないか。 

→ 調査項目の改正の検討に当たっては、経済産業省内に第２ＷＧ参加委員や本調

査を利用している有識者、公認会計士などを構成員とする検討会を設け、前回答

申や統計委員会第２ＷＧでの指摘事項を中心に検討を行ったところ。（調査実施

者） 

⑤ 本統計の方向性としては、i)他統計との利用互換性の確保、ⅱ）一定以上の回収

率があり、偏りが少ないこと、の２点を目指すべき。具体的には、i)利用互換性を

高めるためには、技術面では、他統計とのデータリンケージが可能な統一番号の導

入や統計調査間での同種調査項目の定義や業種分類などの統一を図るとともに、省

庁の運用体制の面では、各省庁の行政記録情報などによる全統計の母集団情報の整

備が必要。ⅱ）また、一定の回収率を確保するためには、重複する調査項目や報告

者にとって負担となる項目の削除などが必要。 

⑥ 今回の調査項目の追加の方向性は高く評価したいが、何を最終的に知りたいのか

調査目的を明らかにし、どういう項目にしていくのかという微調整をやらないと、

分析する時に整合性がとれないことにならないか懸念される。例えば、今回新設し

た関連会社との取引や能力開発、子会社の増減など、何を知りたいかによって切口

が違うので、その辺りをはっきりすると本調査の意義が向上すると思われることか

ら、そのねらいをもう一回よく整理することが必要。 

⑦ 今回の改正は、第２ＷＧで主張した点が大幅に反映されており、評価できる。し

かし、前回答申でも指摘されている企業規模に応じた調査票の使い分けは、中小企

業の回答率を高め、本調査の精度を高めるためにも、導入について検討が必要。 

⑧ 情報通信業基本調査（仮称）創設の方向性は賛成だが、同調査と本調査の間で調

査対象の範囲が違っているため、整合性の確保について、検討をお願いしたい。 

 ⑨ 今回新設された調査事項の中には、モノ以外のサービス取引と製造業以外の外部

委託や能力開発と研修関係の外注など、関連性の強い、似たような項目があり、こ

れらの定義の違いや関連性が、報告者に明確に理解されていないと、後で結果の利

用に支障が出るのではないか。 

 ⑩ 企業番号の統一について、この場で議論を深められないか。また、クロスセクシ

ョンの一時点の品質だけでなく、時系列の品質の向上を検討していただきたい。 

 ⑪ 報告者が回答する時に戸惑わないようにすること、金額については別途集計を要

するなど多大な作業を要しないようにすることが、結果精度や回収率の向上を図る

上で重要。そういう視点でみると、製造委託以外の外部委託の内訳や技術取引の著
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作権の内訳としてのソフトウェアなどは定義が明確でなく、報告者が戸惑うのでは

ないか。 

 ⑫ 今回把握しようとしている「関係会社」を超えた企業グループ内での取引が増加

しており、それらを今後、統計としてどう取り扱っていくのかを検討する必要があ

るのではないか。 

 

６ 今後の予定 

  次回は 12月 15日（火）に開催し、今回出された各意見等を事務局において整理し

た上で、それらについて審議を行うこととされた。 

 

＜文責 総務省政策統括官付統計審査官室＞ 


